
公立大学法人青森公立大学会計規程施行細則 

 

平成２１年４月１日 

規程第８９号 

 
改正 平成２１年 ７月規程第１４１号 

 平成２２年 ３月規程第 １７号 

平成２４年 ３月規程第 １０号 

平成２６年 ３月規程第  ８号 

平成３０年 ３月規程第 １５号 

平成３１年 ３月規程第 ２０号 

令和 ４年 ８月規程第 １１-１号 

 

（目的） 

第１条 この細則は、別に定めるもののほか、公立大学法人青森公立大学会計

規程（平成２１年規程第８８号。以下「会計規程」という。）の施行につい

て必要な事項を定め、もって公立大学法人青森公立大学（以下「法人」とい

う。）の財務及び会計事務の適正な取扱いを図ることを目的とする。 

（会計責任者等に事故があるとき） 

第２条 会計規程第５条第４項、第９条第４項及び第１３条第４項に規定する

事故があるときとは、次の各号のいずれかに該当するときをいう。 

(1) 欠員となったとき。 

(2) 休暇、欠勤等により長期にわたりその職務を執ることができないとき。 

(3) 出張その他の事情により、その職務を行うことができないと認められ

るとき。 

（事務の引継ぎ） 

第３条 会計責任者が交代したときは、会計事務の引継ぎを行うとともに、引

継書を作成し、理事長に提出しなければならない。 

（決裁区分） 

第４条 財務及び会計事務の決裁区分は、別表第１のとおりとする。 

２ 出納事務の決裁区分は、別表第２のとおりとする。 

（勘定科目） 

第５条 会計規程第６条に規定する勘定科目は、別表第３のとおりとする。 

（帳簿の種類） 

第６条 会計規程第７条第２項に規定する帳簿の種類は、次に掲げるものとす

る。 

(1) 総勘定元帳 

(2) 合計残高試算表 

(3) 予算差引簿 



(4) 補助簿 

イ 現金出納帳 

ロ 預金出納帳 

ハ 固定資産台帳 

ニ その他必要と認められる勘定の補助簿 

（伝票の種類及び作成） 

第７条 会計規程第７条第２項に規定する伝票は、入金伝票、出金伝票及び振

替伝票とする。 

２ 前項の伝票は、その事実を証明する適正な関係書類に基づき、作成しなけ

ればならない。 

（伝票の証拠書類） 

第８条 伝票の証拠書類は、次に掲げるもの又はこれらに類するものとする。 

(1) 契約関係書類 

(2) 納品書 

(3) 請求書 

(4) 収納関係書類 

（帳簿等の保存期間） 

第９条 会計規程第７条第２項に規定する帳簿及び伝票並びに関係書類の保存

期間は、次に掲げるものとする。 

(1) 地方独立行政法人法（平成１５年法律第１１８号）第３４条第１項に

規定する財務諸表 ３０年 

(2) 帳簿 １０年 

(3) 伝票及び証拠書類 １０年 

(4) その他関係書類 １０年 

（預金口座の開設等） 

第１０条 出納責任者は、金融機関等の預金口座について、これを開設又は廃

止をしようとする場合は、理事長の承認を受けなければならない。 

２ 預金口座の開設は、理事長の名義をもって行わなければならない。 

（現金等の保管） 

第１１条 出納責任者は、現金、金融機関等の通帳その他これらに準ずるもの

及び金融機関に登録した公印については、厳重に保管しなければならない。 

２ 郵便切手、金券その他法人が認めた証紙等については、現金に準じて保管

するものとする。 

３ 前項の証紙等の保管に当たっては、受払簿を整備し、受払いの都度記録し

なければならない。 

（現金出納帳） 



第１２条 出納責任者は、会計規程第１６条ただし書の規定により現金を保有

するときは、現金出納帳（様式第１号）を整備し、受払いの都度記帳しなけ

ればならない。 

（請求書の発行） 

第１３条 会計責任者は、債務者に対して債務の履行を請求しようとするとき

は、請求書を発行しなければならない。ただし、会計責任者が特に必要と認

めた場合は、この限りでない。 

２ 前項の規定にかかわらず、次に掲げる場合は、請求書に代えて、口頭又は

掲示の方法により請求の通知をすることができる。 

(1) 各種証明書の発行手数料を徴収するとき。 

(2) 会計責任者が特に必要と認める経費を徴収するとき。 

（収納） 

第１４条 出納責任者は、会計規程第１８条第２項ただし書によって現金で収

納したときは、原則として、その日又は翌日（当該翌日が日曜日若しくは土

曜日、国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規定する休

日又は１月２日、同月３日若しくは１２月２９日から１２月３１日までの日

に当たるときは、これらの日の翌日）のうちに、当該収納した現金を金融機

関等に預け入れなければならない。 

（領収書の発行） 

第１５条 会計規程第２１条第１項の領収書は、法人所定の領収書用紙（様式

第２号）を使用しなければならない。 

２ 領収書には出納責任者の所定の領収印を押印するものとする。 

（領収書の管理） 

第１６条 領収書の管理は、出納責任者が行うものとする。 

２ 出納責任者は、未使用の領収書を厳重に保管しなければならない。 

（支払期日） 

第１７条 支払は、次に掲げるものを除き、原則として債務を計上した日の属

する月の末日をもって締め切り、その翌月末までに行うものとする。 

(1) 給与等 

(2) 旅費及び謝金 

(3) 支払期限のある公共料金、外国送金等 

(4) 契約において定めのあるもの 

(5) 会計責任者が特に必要と認める経費 

（資金の前渡し） 

第１８条 会計規程第２４条の規定により、資金の前渡しをすることができる

経費は、次に掲げるものとする。 



(1) 債務の弁済を目的とする供託金 

(2) 自動車等の駐車料、修繕料、道路使用料及び燃料費 

(3) 郵便切手類の購入及び交通機関による輸送に要する経費で、即時支払

を必要とするもの 

(4) 使用料、手数料、賃借料等で、即時支払を必要とするもの 

(5) 労務者等に支払う賃金 

(6) 交際費及び会議費で即時支払を必要とする経費 

(7) 負担金その他の経費で直接支払を要するもの 

(8) 自動車損害賠償責任保険料その他の賠償責任保険料 

(9) 損害賠償金その他これに類する経費 

 (10) 経費の性質上現金支払をさせなければ事務の取扱いに支障を及ぼす経

費 

２ 資金の前渡しを受ける者は、出納責任者とする。 

（前金払） 

第１９条 会計規程第２５条の規定により、前金払をすることができる経費は、

次に掲げるものとする。 

(1) 公共工事の前払金保証事業に関する法律（昭和２７年法律第１８４

号）第５条の規定に基づく登録を受けた保証事業会社の保証に係る公共工

事、設計、測量等に要する経費 

(2) 官公署又はこれに準ずる機関に対して支払う経費 

(3) 負担金及び委託料 

(4) 前金払しなければ契約し難い請負、買入れ又は借入れに要する経費 

(5) 定期刊行物の代価及び受信料 

(6) 外国で教育、研究又は調査に従事する者に支払う経費 

(7) 運賃及び保険料 

(8) 諸謝金 

(9) 会計責任者が特に必要と認める経費 

（概算払） 

第２０条 会計規程第２５条の規定により、概算払をすることができる経費は、

次に掲げるものとする。 

(1) 旅費 

(2) 官公署又はこれに準ずる機関に対して支払う経費 

(3) 負担金及び委託料 

(4) 会計責任者が特に必要と認める経費 

 （立替払） 

第２１条 会計規程第２５条の２に規定する業務上やむを得ない場合において、



法人の役職員が立替払をすることができる経費は、次に掲げるものとする。 

 (1) 教員の個人研究費により支払う国際学会等の負担金で、クレジットカ

ードによる決済を要するもの 

 (2) その他業務遂行上真にやむを得ない経費で、あらかじめ会計責任者の

承認を受けたもの 

２ 第１項の規定により立て替えた経費は、速やかに出納責任者に請求を行わ

なければならない。 

３ 出納責任者は、前項の請求を受けた場合において、当該請求の内容が法人

の負担すべき経費でないと判断したときは、当該請求に係る経費について支

払いをしてはならない。 

（返戻金の戻入れ） 

第２２条 支払済となった支払金の返納金は、その支払った予算に戻し入れる

ことができる。ただし、その返納金が前事業年度以前の支払に係るものであ

る場合には、戻し入れた事業年度の雑収入として受け入れるものとする。 

２ 前項に規定する返納金の戻入れは、振替伝票により行うものとする。 

（月次決算報告） 

第２３条 会計規程第３８条に規定する別に定める書類は、次に掲げるものと

する。 

(1) 合計残高試算表 

(2) 予算執行状況表 

２ 前項の書類は、原則として翌月の２０日までに理事長に提出しなければな

らない。 

（弁償額） 

第２４条 会計規程第４３条に規定する弁償額は、現金等の亡失等にあっては

当該現金又は有価証券の額とし、それ以外の場合にあっては業務の責任によ

り生じた額とする。 

（雑則） 

第２５条 この細則に定めるもののほか、財務及び会計事務の取扱いに関し必

要な事項は、理事長が別に定める。 

 

附 則 

（施行期日） 

この細則は、平成２１年４月１日から施行する。 

 

   附 則（平成２１年規程第１４１号） 

 （施行期日） 



１ この細則は、平成２１年８月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この細則の施行の日前において、この細則による改正後の公立大学法人青

森公立大学会計規程施行細則第２１条第１項各号に掲げる経費（平成２１年

度予算に係るものに限る。）を自ら支払った職員に係る当該支払については、

同条の規定による立替払により支払ったものとみなす。 

 

 

   附 則（平成２２年規程第１７号） 

 （施行期日） 

 この細則は、平成２２年４月１日から施行する。 

 

附 則（平成２４年規程第１０号） 

 （施行期日） 

 この細則は、平成２４年４月１日から施行する。 

 

附 則（平成２６年規程第８号） 

 （施行期日） 

 この細則は、平成２６年４月１日から施行する。 

 

附 則（平成３０年規程第１５号） 

 （施行期日） 

 この細則は、平成３０年４月１日から施行する。 

 

附 則（平成３１年規程第２０号） 

 （施行期日） 

 この細則は、平成３１年４月１日から施行する。 

 

附 則（令和４年規程第１１-１号） 

 （施行期日） 

 この細則は、令和４年８月３１日から施行する。 

 



別表第１（第４条関係） 

決 裁 事 項 

決  裁  区  分 

理 事 長 副理事長 学部長 事務局長 
グループ 

リーダー 

予算の流用    
○ 

 

収入契約決議等    使 用 料 、

手 数 料 そ

の 他 の 収

入 の 減 免

（ 定 型 的

な も の を

除く。） 

１収入契約

決議 

２請求書、

納入依頼

書の発行 

３督促状の

発行 

４使用料、

手数料そ

の他の収

入の減免

（定型的

なものに

限る。） 

５国・県支

出金等に

係る還付 

購入依頼その他契約執行

の決定（個人研究費によ

るものを除く。） 

     

 １  工事又は製造の請

負に係る契約 

支 出 予 定

額 1,000万

円 以 上 の

もの 

支 出 予 定

額500万円

以上 1,000

万 円 未 満

のもの 

 支 出 予 定

額130万円

以上500万

円 未 満 の

もの 

支 出 予 定

額130万円

未 満 の も

の 

 ２  財産の買入れに係

る契約 

支 出 予 定

額 1,000万

円 以 上 の

もの 

支 出 予 定

額500万円

以上 1,000

万 円 未 満

のもの 

 支 出 予 定

額100万円

以上500万

円 未 満 の

もの 

支 出 予 定

額100万円

未 満 の も

の 

 ３  物件の借入れに係

る契約 

支 出 予 定

額 1,000万

円 以 上 の

もの 

支 出 予 定

額500万円

以上 1,000

万 円 未 満

のもの 

 支 出 予 定

額100万円

以上500万

円 未 満 の

もの 

支 出 予 定

額100万円

未 満 の も

の 

 ４ 上記以外のもの 支 出 予 定

額 1,000万

円 以 上 の

もの 

支 出 予 定

額500万円

以上 1,000

万 円 未 満

のもの 

 支 出 予 定

額100万円

以上500万

円 未 満 の

もの 

支 出 予 定

額100万円

未 満 の も

の 

個人研究費による購入依

頼その他契約執行の承認 

  
○ 

  

個人研究費による旅行の

承認 

 
○  

  



支出契約決議（購入依頼

そ の 他 契 約 執 行 の 決 定

（以下「契約執行伺」と

いう。）を経たもの） 

     

 １  工事又は製造の請

負に係る契約 

   契 約 決 議

額100万円

以 上 の も

の 

契 約 決 議

額100万円

未 満 の も

の 

 ２  財産の買入れに係

る契約 

   契 約 決 議

額100万円

以 上 の も

の 

契 約 決 議

額100万円

未 満 の も

の 

 ３  物件の借入れに係

る契約 

   契 約 決 議

額100万円

以 上 の も

の 

契 約 決 議

額100万円

未 満 の も

の 

 ４ 上記以外のもの   

 

 

 

 

 

 契 約 決 議

額100万円

以 上 の も

の 

契 約 決 議

額100万円

未 満 の も

の 

検査の復命の受理      

 １  工事又は製造の請

負に係る契約 

支 出 予 定

額 1,000万

円 以 上 の

もの 

支 出 予 定

額500万円

以上 1,000

万 円 未 満

のもの 

 支 出 予 定

額130万円

以上500万

円 未 満 の

もの 

支 出 予 定

額130万円

未 満 の も

の 

 ２  財産の買入れに係

る契約 

支 出 予 定

額 1,000万

円 以 上 の

もの 

支 出 予 定

額500万円

以上 1,000

万 円 未 満

のもの 

 支 出 予 定

額100万円

以上500万

円 未 満 の

もの 

支 出 予 定

額100万円

未 満 の も

の 

 ３  物件の借入れに係

る契約 

支 出 予 定

額 1,000万

円 以 上 の

もの 

支 出 予 定

額500万円

以上 1,000

万 円 未 満

のもの 

 支 出 予 定

額100万円

以上500万

円 未 満 の

もの 

支 出 予 定

額100万円

未 満 の も

の 

 ４ 上記以外のもの 支 出 予 定

額 1,000万

円 以 上 の

もの 

支 出 予 定

額500万円

以上 1,000

万 円 未 満

のもの 

 

 

 

 

 支 出 予 定

額100万円

以上500万

円 未 満 の

もの 

支 出 予 定

額100万円

未 満 の も

の 



単価契約      

 １物品の購入及び修繕

に係る契約 

支 出 予 定

額 1,000万

円 以 上 の

もの 

支 出 予 定

額500万円

以上 1,000

万 円 未 満

のもの 

 支 出 予 定

額100万円

以上500万

円 未 満 の

もの 

支 出 予 定

額100万円

未 満 の も

の 

 ２委託契約（この細則

に別に定めのあるも

のを除く。） 

支 出 予 定

額 2,000万

円 以 上 の

もの 

支 出 予 定

額 1,000万

円 以 上

2,000万円

未 満 の も

の 

 支 出 予 定

額100万円

以上 1,000

万 円 未 満

のもの 

支 出 予 定

額100万円

未 満 の も

の 

３ 工 事 又 は 製 造 の 請

負、委託、物品の購

入及び修繕、不動産

の購入に係る契約を

除くその他の契約 

支 出 予 定

額500万円

以 上 の も

の 

支 出 予 定

額100万円

以上500万

円 未 満 の

もの 

 支 出 予 定

額 10 万 円

以上100万

円 未 満 の

もの 

支 出 予 定

額 10 万 円

未 満 の も

の 

支出契約決議（契約執行

伺を経ないもの①） 

     

 １役員に対する報酬、

手当等 

    
○ 

 ２職員に対する給料及

び手当等 

    
○ 

 ３職員共済組合負担金そ

の他これに類するもの 

    
○ 

 ４旅費の支出及び回数

券等の購入 

    
○ 

 ５ 交 際 費 、 一 般 食 糧

費、及び食糧費に係

る経費 

   契 約 決 議

額 10 万 円

以 上 の も

の 

契 約 決 議

額 10 万 円

未 満 の も

の 

 ６図書、新聞、雑誌、

追録その他定期刊行

物の購入 

    

○ 

 ７電気、ガス、水の供

給又は公衆電気通信

の役務の提供その他

これらに類するもの

を受ける契約 

    

○ 

 ８負担金、補助及び交

付金、助成金、貸付

金並びに利子補給金

（交付決定又は交付

額の確定されたもの

を除く。）の給付 

契 約 決 議

額500万円

以 上 の も

の 

契 約 決 議

額100万円

以上500万

円 未 満 の

もの 

 契 約 決 議

額 10 万 円

以上100万

円 未 満 の

もの 

契 約 決 議

額 10 万 円

未 満 の も

の 

 ９借入金の償還    
○ 

 



 10単価契約をしてある

もの又はあらかじめ

法令等の単価の定め

のあるもの 

    

○ 

 11工 事 又 は 製 造 の 請

負、委託、物品の購

入及び修繕、不動産

の購入に係る契約を

除くその他の契約 

契 約 決 議

額500万円

以 上 の も

の 

契 約 決 議

額100万円

以上500万

円 未 満 の

もの 

 契 約 決 議

額 10 万 円

以上100万

円 未 満 の

もの 

契 約 決 議

額 10 万 円

未 満 の も

の 

負 担 金 、 補 助 及 び 交 付

金、助成金並びに利子補

給金の交付の決定、決定

の取消し、変更の承認及

び金額の確定 

支 出 額 又

は 支 出 予

定額500万

円 以 上 の

もの 

支 出 額 又

は 支 出 予

定額100万

円以上500

万 円 未 満

のもの 

 支 出 額 又

は 支 出 予

定 額 10 万

円以上100

万 円 未 満

のもの 

支 出 額 又

は 支 出 予

定 額 10 万

円 未 満 の

もの 

支出契約決議（契約執行

伺を経ないもの②） 

     

 １交付決定又は交付額

の 確 定 さ れ た 負 担

金 、 補 助 及 び 交 付

金、助成金、貸付金

並びに利子補給金の

給付 

    

○ 

資金の前渡し、概算払等

の精算 

    
○ 

振替伝票の承認     
○ 

備品の管理及び処分    １少額備品

の貸付及

び返還の

決定 

２不要備品

の決定 

３備品の交

換の決定 

１職員貸与

備品の貸

付及び返

還の決定 

２貸付を目

的とする

貸与備品

の貸付及

び返還の

決定 

不用備品の処分    価 額 30 万

円 以 上 の

もの 

価 額 30 万

円 未 満 の

もの 

 

 

別表第２（第４条関係） 

 

決 裁 事 項 

決  裁  区  分 

理 事 長 副理事長 学部長 事務局長 
グループ 

リーダー 

入金伝票の承認    
 ○ 

出金伝票の承認     
○ 



別表第３（第５条関係） 
貸 借 対 照 表 勘 定 科 目 

固定資産 流動資産 

 有形固定資産  現金及び預金 

  土地  未収学生納付金収入 

  △土地減損損失累計額  △徴収不能引当金 

  建物 有価証券 

  △建物減価償却累計額 棚卸資産 

  △建物減損損失累計額 

 

 

 

 

前渡金 

  構築物  前払費用 

  △構築物減価償却累計額  未収収益 

  △構築物減損損失累計額  未収金 

  機械装置  立替金 

  △機械装置減価償却累計額  仮払金 

  △機械装置減損損失累計額  短期貸付金 

  工具器具備品  未収消費税等 

  △工具器具備品減価償却累計額  その他の流動資産 

  △工具器具備品減損損失累計額  △貸倒引当金 

  図書  

  美術品・収蔵品  

  車両運搬具 固定負債 

  △車両運搬具減価償却累計額  資産見返負債 

  △車両運搬具減損損失累計額   資産見返運営費交付金等 

  建設仮勘定   資産見返補助金等 

  その他有形固定資産   資産見返寄附金 

  △その他有形固定資産減価償却累計額   資産見返物品受贈額 

 無形固定資産   建設仮勘定見返運営費交付金等 

  特許権   建設仮勘定見返施設費 

  借地権   建設仮勘定見返補助金等 

  商標権   建設仮勘定見返寄付金 

  実用新案権   資産見返物品受贈額 

  意匠権  長期寄附金債務 

  著作権 長期前受受託研究費 

  ソフトウェア 長期前受共同研究費 

  電話加入権 長期前受受託事業費等 

  知的財産権仮勘定  長期借入金 

  ソフトウェア仮勘定  引当金 

  その他無形固定資産   退職給付引当金 

 投資その他の資産 資産除去債務 

  投資有価証券 長期未払金 

  長期貸付金 長期リース債務 

長期前払費用 その他固定負債 

  長期性預金   

  敷金・保証金  

  その他投資その他の資産  

  

  

 

 

 



流動負債  

 運営費交付金債務  

 授業料債務  

 預り施設費   

 預り補助金等 

 

 

 

 

 

 

 

 寄附金債務  

前受受託研究費  

前受共同研究費  

前受受託事業費等  

 短期借入金  

 未払金  

 未払費用  

 未払消費税等  

 前受金  

 預り科学研究費補助金等  

 預り金   

 前受収益  

 引当金  

 仮受金  

 その他流動負債  

  

資本金  

 設立団体出資金  

  

資本剰余金  

 資本剰余金  

  減価償却相当累計額  

  減損損失相当累計額  

  利息費用相当累計額  

  除売却差額相当累計額  

  

利益剰余金又は繰越欠損金   

 前中期目標期間繰越積立金   

 目的積立金   

 積立金   

 当期未処分利益又は当期未処理損失  

  (うち当期総利益又は当期総損失)  

  (うち前期繰越総利益又は前期繰越総損失)  

  

その他有価証券評価差額金  

  

  

  

  

  

  

  

  

 

 



損 益 計 算 書 勘 定 科 目 

業務費   図書費 

 教育経費   貸倒損失 

  消耗品費   貸倒引当金繰入額 

  備品費   雑費 

  印刷製本費  教育研究支援経費 

  水道光熱費   消耗品費 

  旅費交通費   備品費 

  通信運搬費   印刷製本費 

  賃借料   水道光熱費 

  車両燃料費   旅費交通費 

  福利厚生費   通信運搬費 

  保守料   賃借料 

  修繕費   車両燃料費 

  損害保険料   福利厚生費 

  広告宣伝費   保守料 

  行事費   修繕費 

  諸会費   損害保険料 

  会議費   広告宣伝費 

  報酬・委託・手数料   行事費 

  租税公課   諸会費 

  奨学費   会議費 

  減価償却費   報酬・委託・手数料 

  貸倒損失   租税公課 

  徴収不能引当繰入額   減価償却費 

  貸倒引当金繰入額   図書費 

  雑費   貸倒損失 

 研究経費   貸倒引当金繰入額 

  消耗品費   雑費 

  備品費  受託研究費  

  印刷製本費   消耗品費 

  文献複写料   備品費 

  水道光熱費   印刷製本費 

  旅費交通費   水道光熱費 

  通信運搬費   旅費交通費 

  賃借料   通信運搬費 

  車両燃料費   賃借料 

  福利厚生費   車両燃料費 

  保守料   保守料 

  修繕費   修繕費 

  損害保険料   損害保険料 

  広告宣伝費   広告宣伝費 

  行事費   行事費 

  諸会費   諸会費 

  会議費   会議費 

  報酬・委託・手数料   報酬・委託・手数料 

   租税公課   租税公課 

   減価償却費   減価償却費 

 



  雑費  役員人件費 

 共同研究費   常勤役員報酬 

  消耗品費    報酬 

  備品費    通勤手当 

  印刷製本費    諸手当 

  水道光熱費    賞与 

  旅費交通費    賞与引当金繰入額 

  通信運搬費    法定福利費 

  賃借料    退職給付費用 

  車両燃料費    退職給付金繰入額 

  保守料    賃金 

  修繕費   非常勤役員報酬 

  損害保険料    報酬 

  広告宣伝費    通勤手当 

  行事費    諸手当 

  諸会費    賃金 

  会議費  教員人件費 

  報酬・委託・手数料   常勤教員給与 

  租税公課    給料 

  減価償却費    通勤手当 

  雑費    諸手当 

 受託事業費等    諸手当超勤 

  消耗品費    賞与 

  備品費    賞与引当金繰入額 

  印刷製本費    法定福利費 

  水道光熱費    退職給付費用 

  旅費交通費    退職給付金繰入額 

  通信運搬費    賃金 

  賃借料   非常勤教員給与 

  車両燃料費    給料 

  保守料    通勤手当 

  修繕費    諸手当 

  損害保険料    法定福利費 

  広告宣伝費    賃金 

  行事費 

 

 職員人件費 

  諸会費   常勤職員給与 

  会議費    給料 

  報酬・委託･手数料    通勤手当 

  租税公課    諸手当 

  減価償却費    諸手当超勤 

雑費    賞与 

      賞与引当金繰入額 

    法定福利費 

    退職給付費用 

    退職給付金繰入額 

    賃金 

   非常勤職員給与 

    給料 



   通勤手当 

 

一般管理費 

   諸手当 一般管理費 

   諸手当超勤 消耗品費 

   賞与 備品費 

   賞与引当金繰入額 印刷製本費 

   法定福利費 水道光熱費 

   退職給付費用 旅費交通費 

   退職給付金繰入額 通信運搬費 

   賃金 賃借料 

   車両燃料費 

 福利厚生費 

 保守料 

 修繕費 

 損害保険料 

 広告宣伝費 

 行事費 

 諸会費 

 会議費 

 交際費 

 報酬・委託・手数料 

 租税公課 

 減価償却費 

 貸倒損失 

 貸倒引当金繰入額 

 雑費 

  

 財務費用 

  支払利息 

  その他財務費用 

  

  

 雑損 

  

  

 運営費交付金収益 

 授業料収益 

 入学金収益 

 検定料収益 

 受託研究収益 

 共同研究収益 

 受託事業等収益 

  

  

  

  

  

  

  



寄附金収益 臨時損失 

補助金等収益  固定資産除却損 

施設費収益  固定資産売却損 

資産見返負債戻入  減損損失 

 資産見返運営費交付金等戻入  災害損失 

  資産見返運営費交付金戻入  投資有価証券売却損 

   資産見返授業料戻入  投資有価証券評価損 

 資産見返補助金等戻入  固定資産評価損 

  資産見返寄附金戻入  過年度原価償却費 

 資産見返物品受贈額戻入  承継消耗品費 

  その他臨時損失 

財務収益  

受取利息 臨時利益 

有価証券利息  運営費交付金収益 

有価証券売却益  固定資産売却益 

為替差益 投資有価証券売却益 

 その他財務収益 物品受贈益 

  徴収不能引当金戻入益 

雑益  貸倒引当金戻入益 

 財産貸付料収入  その他引当金戻入益 

 施設使用料収入 

 

償却債権取立益 

 教員住宅入居料収入  受取保険金 

  その他貸付料収入  資産見返運営費交付金等戻入 

 科学研究費補助金等間接経費収入 資産見返補助金等戻入 

 助成金収益 資産見返寄附金戻入 

講習料収入  資産見返物品受贈額戻入 

 文献複写料収入 その他臨時利益 

 手数料等収入  

大学入試センター試験実施料収入 当期純利益又は当期純損失 

物品等売払収入  

財産収入 目的積立金取崩額 

弁償及び違約金  

物品受贈益  当期総利益又は当期総損失 

 その他雑益 

 

 

  

  

   

   

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  



様式第１号（第１２条関係） 

現  金  出  納  帳 

日付 摘 要 収入金額 支払金額 差引残高 備 考 

   前葉締高                          

                             

                             

                             

                             

                             

                             

                             

                             

                             

                             

                             

                             

                             

                             

                             

                             

                             

                             

                             

                             

                             

                             

                             

                             



様式第２号（第１５条関係） 

 

 

Ｎｏ．      

領  収  書 

     年  月  日  

          様 

金          円也   税抜金額        

（但し、            として     消費税額        

正に領収いたしました） 

 

 

〒030-0196 青森市大字合子沢字山崎153番地4 

公立大学法人 青森公立大学 
 

出納責任者           ㊞ 

電話：017-764-1555 FAX：017-764-1544 

 

取扱者印 

 

 


